
令和７年度第１回鴨川市介護保険運営協議会 次第

日時 令和７年 10 月 15 日（水）

午後３時～

場所 鴨川市総合保健福祉会館

２階 コミュニティホール

１ 開 会

２ あいさつ 佐々木 久之 市長

３ 議 件

（１）令和７年度高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の進捗状況について

【資料１－１】

①介護保険事業の推移について （説明：石井 和美 介護保険係長）

②介護予防事業について （説明：髙橋 誠 保健予防係長）

③高齢者福祉サービスについて （説明：久保 正治 地域ささえあい係長）

【資料１-２】

④鴨川市福祉総合相談センター（地域包括支援センター）事業について
（説明：平川 健司 副主査）

（２）高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画（第 10 期）策定に向けた基礎調査

（アンケート）について 【資料２】
（説明：石井 和美 介護保険係長）

（３）指定居宅介護支援事業所の指定について 【資料３】
（説明：石井 和美 介護保険係長）

（４）指定地域密着型サービス事業所等の指定等について 【資料４】
（説明：石井 和美 介護保険係長）

（５）その他

４ 閉 会



資 料 １－１

令和７年度高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画

の進捗状況について

【資料１－１】

①介護保険事業の推移について(P１～P8)

②介護予防事業について(P9～P13)

③高齢者福祉サービスについて(P14～P16)



①介護保険事業の推移について
１.被保険者数の推移

単位：人

平成28年3月

平成29年３月

平成30年３月

平成31年３月

令和２年３月

令和３年３月

令和４年３月

令和５年３月

令和６年３月

令和７年３月

（区分別割合）

平成2８年3月との比較

＊認定者数の折れ線は次頁の合計数を反映したもの

６５歳以上（第1号被保険者）

65歳～74歳 75歳以上 小計

49 5,919 6,463 12,382 12,431 

54 5,872 6,583 12,455 12,509 

43 5,842 6,614 12,456 12,499 

38 5,710 6,715 12,425 12,463 

36 5,675 6,745 12,420 12,456 

37 5,721 6,651 12,372 12,409 

44 5,525 6,723 12,248 12,292 

45 5,189 6,893 12,082 12,127 

39 4,857 7,085 11,942 11,981 

46 4,536 7,218 11,754 11,800 

0.4% 38.4% 61.2% 99.6% 100.0%

93.9% 76.6% 111.7% 94.9% 94.9%

区　　分 40～64歳
（第2号被保険者の認定者）

合計
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２.要介護(要支援)認定者数の推移

単位：人

区　　分 要支援１ 要支援２ 要支援計 経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 要介護計 合計

平成28年3月 207 271 478 523 440 364 309 204 1,840 2,318 

平成29年３月 193 317 510 525 449 393 311 207 1,885 2,395 

平成30年３月 202 343 545 498 471 411 298 213 1,891 2,436 

平成31年３月 201 314 515 501 486 393 328 208 1,916 2,431 

令和２年３月 185 334 519 498 489 375 344 189 1,895 2,414 

令和３年３月 203 358 561 490 471 390 363 198 1,912 2,473 

令和４年３月 229 337 566 473 475 378 352 190 1,868 2,434 

令和５年３月 212 354 566 460 501 387 342 184 1,874 2,440 

令和６年３月 230 327 557 497 452 400 367 213 1,929 2,486 

令和７年３月 255 343 598 517 448 379 357 190 1,891 2,489 

（介護度別割合） 10.2% 13.8% 24.0% 20.8% 18.0% 15.2% 14.3% 7.6% 76.0% 100%

令和６年３月との比較 110.9% 104.9% 107.4% 104.0% 99.1% 94.8% 97.3% 89.2% 98.0% 100.1%

Ｒ７計画値 217 354 571 460 499 387 334 178 1,858 2,429 
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３.要介護（要支援）認定者のサービス別利用者数

（令和７年8月） 単位：人

区　　　分 要支援１ 要支援２ 要支援計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 要介護計 合計

要介護・要支援認定者数
                             （a)

267 355 622 510 427 392 369 186 1,884 2,506 

居宅介護（介護予防）サー
ビス利用者数

93 173 266 389 334 205 140 59 1,127 1,393 

地域密着型（介護予防）
サービス利用者数

0 0 0 67 68 74 44 18 271 271 

施設介護サービス利用者数 24 35 125 192 109 485 485 

合　　　計                 (b) 93 173 266 480 437 404 376 186 1,883 2,149 

要介護（要支援）認定者に対す
る割合           (b) ／ (a)

34.8% 48.7% 42.8% 94.1% 102.3% 103.1% 101.9% 100.0% 99.9% 85.8%

●居宅介護（介護予防）サービス利用者数

●地域密着型（介護予防）サービス利用者数

●施設介護サービス利用者数

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

6.7％ 24.0％ 4.2％14.7％27.9％12.4％ 10.1％

6.6％

22.3％7.2％

16.2％

4.9％ 25.8％ 39.6％

27.3.％25.1％24.7％

- ３ -



4.保険給付費について

ア　年度別の保険給付費

区　　分 対前年度伸率 対H27年度伸率
計画値に

対する割合

平成27年度 3,678,340,197 円 3,930,571,534 円 93.6%

平成28年度 3,664,406,017 円 99.6% 99.6% 4,234,853,337 円 86.5%

平成29年度 3,835,527,827 円 104.7% 104.3% 4,567,161,075 円 84.0%

平成30年度 3,872,281,811 円 101.0% 105.3% 4,092,606,000 円 94.6%

令和元年度 3,971,910,279 円 102.6% 108.0% 4,177,996,000 円 95.1%

令和２年度 4,082,703,111 円 102.8% 111.0% 4,361,673,000 円 93.6%

令和３年度 4,060,343,228 円 99.5% 110.4% 4,052,053,000 円 100.2%

令和４年度 3,951,424,287 円 97.3% 107.4% 4,083,544,000 円 96.8%

令和５年度 4,028,425,597 円 101.9% 109.5% 4,126,363,000 円 97.6%

令和６年度 4,069,871,533 円 101.0% 110.6% 4,206,402,000 円 96.8%

令和７年度（計画値） 4,303,404,000 円

保険給付費実績 計画値
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イ　令和６年度保険給付費実績内訳

サービスの種類

（1）居宅介護サービス給付費等 1,838,142,460 円

（2）地域密着型サービス費 522,564,816 円

（3）施設介護サービス費 1,709,164,257 円

合   計 4,069,871,533 円

(令和６年度計画値 4,206,402,000 円)

(計画値に対する割合 96.8% )

（1）居宅介護サービス給付費等実績内訳

サービスの種類

訪問介護 324,003,284 円

訪問入浴介護 30,647,219 円

訪問看護 85,669,518 円

訪問リハビリテーション 23,008,301 円

通所介護 214,659,475 円

通所リハビリテーション 299,739,624 円

福祉用具貸与 130,697,974 円

ショートステイ（生活介護・療養介護） 131,343,973 円 ## ## ## ## ## ##

居宅療養管理指導 21,092,128 円 ## ## ## ## ## ## ##

特定施設入居者生活介護 117,624,535 円

サービス計画給付費 205,452,575 円

福祉用具購入、住宅改修費 16,548,568 円

特定入所者介護サービス費 124,835,295 円

高額介護、合算サービス費 109,772,891 円

審査支払手数料　 3,047,100 円

合　　　計 1,838,142,460 円

(令和６年度計画値 2,034,445,000 円)

(計画値に対する割合 90.4% )

金額

金額

（1）居宅介護
サービス給付

費等
45.2%

（2）地域密着
型サービス費

12.8%

（3）施設介護
サービス費

42.0%

令和６年度保険給付費実績
内　訳

（サービス種類別）

訪問介護
17.6%

訪問入浴介護
1.7%

訪問看護
4.7%

訪問リハビリテーション
1.3%

通所介護
11.7%

通所リハビリテーション
16.3%

福祉用具貸与
7.1%

ショートステイ（生活介護・療
養介護）

7.1%

居宅療養管理指導
1.1%

特定施設入居者生活介護
6.4%

サービス計画給付費
11.2%

福祉用具購入、住宅改修費
0.9%

特定入所者介護サービス費
6.8%

高額介護、合算サービス費
6.0%

審査支払手数料
0.2%

令和６年度居宅介護サービス給付費等実績内訳

4,069,871,533円

1,838,142,460円

- ５ -



サービスの種類 割合

 認知症対応型共同生活介護 210,599,878 円 40.3%

 地域密着型介護老人福祉施設 68,088,931 円 13.0%

 認知症対応型通所介護 50,194,659 円 9.6%

 定期巡回・臨時対応型訪問介護看護 6,795,946 円 1.3%

 看護小規模多機能型居宅介護 25,754,849 円 4.9%

 地域密着型通所介護 161,130,553 円 30.8%

合  　 計 522,564,816 円 100%

(令和６年度計画値 523,306,000 円)

(計画値に対する割合 99.9% )

サービスの種類 割合

 介護老人福祉施設サービス 860,358,641 円 50.3%

 介護老人保健施設サービス 415,678,877 円 24.3%

 介護療養型医療施設サービス 22,285,493 円 1.3%

 介護医療院サービス 399,782,466 円 23.4%

特別診療費　等 11,058,780 円 0.6%

合  　 計 1,709,164,257 円 100%

(令和６年度計画値 1,648,652,000 円)

(計画値に対する割合 103.7% )

（2）地域密着型サービス費実績内訳

金額

（3）施設介護サービス給付費実績内訳

金額

認知症対応型
共同生活介護

40.3%

地域密着型
老人福祉施設

13.0%
認知症対応型

通所介護
9.6%

 定期巡回・臨時対応
型

訪問介護看護
1.3%

看護小規模
多機能型居宅介護

4.9%

地域密着型
通所介護

30.8%

令和６年度地域密着型サービス費実績内訳

 介護老人福祉施設
サービス

50.3%

 介護老人保健施設
サービス

24.3%

 介護療養型医療施設
サービス

1.3%

 介護医療院
サービス

23.4%

特別診療費　等
0.6%

令和６年度施設介護サービス給付費内訳

522,564,816円

1,709,164,257円

- ６ -



ウ　令和７年度　月別保険給付費

区分 (審査月) 対前月伸率
対令和７年
4月伸率

令和７年４月 149,794,330 円 42,189,840 円 138,132,895 円 330,117,065 円

令和７年５月 156,914,762 円 43,914,835 円 143,875,073 円 344,704,670 円 104.4% 104.4%

令和７年６月 149,552,706 円 39,231,555 円 143,314,294 円 332,098,555 円 96.3% 100.6%

令和７年７月 155,396,686 円 41,912,114 円 148,399,315 円 345,708,115 円 104.1% 104.7%

合　　　計(a) 611,658,484 円 167,248,344 円 573,721,577 円 1,352,628,405 円   

給付費に対する
割合

45.2% 12.4% 42.4% 100%

Ｒ７予定年間額(b)

((a)×１２／４)
1,834,975,452 円 501,745,032 円 1,721,164,731 円 4,057,885,215 円

Ｒ７計画値(c) 1,792,302,000 円 591,085,000 円 1,650,738,000 円 4,034,125,000 円

計画値に対する割
合

((b)／(c))
102.4% 84.9% 104.3% 100.6%

居宅介護サービス費等 地域密着型サービス費 施設介護サービス費 合　　　　計

※四捨五入の端数処理の関係で計画と合計が合わない場合があります。
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平成27年度末 224,641,864 円

平成28年度末 285,494,864 円

平成29年度末 332,456,864 円

平成30年度末 353,099,864 円

令和元年度末 386,197,864 円

令和２年度末 348,728,864 円

令和３年度末 278,293,864 円

令和４年度末 308,254,864 円

令和５年度末 245,574,864 円

第 9 期 令和６年度末 223,443,864 円

介護給付費準備基金積立金の状況

第 6 期

第 7 期

第 8 期

- ８ -
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②介護予防事業について

（健康づくりの推進及び介護予防の推進に係る令和７年度事業実施状況）

第１章 いつも元気・健康でいられるまち

２ 健康づくりの推進（計画 p39-41）

（１）健康づくりの推進

①生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底

②食育の推進

区分・事業名 期間・回数等 予定人数 事業内容

特定健康診査等事業

（国民健康保険特別会計）

7月～12月 1,850人 40歳～74歳の国民健康保険加入者

を対象に特定健診を実施し、このうち

生活習慣病リスクが高い方を対象に

特定保健指導を実施。

・特定保健指導 75人予定

健康診査等事業

（後期高齢者医療特別会計）

7月～12月 750人 後期高齢者医療制度加入者を対象

に後期高齢者健診を実施。

健康増進事業

（一般会計）

7月 178人 女性の要介護の原因として上位を

占める筋骨格系疾患の予防及び早期

発見により健康寿命の延伸に資する

ため、骨粗しょう症検診を実施。

区分・事業名 期間・回数等 予定人数 事業内容

栄養改善事業

（一般会計、介護保険特別

会計）

通年 1,500人 食育推進協議会等の関係機関と協

働し、減塩やフレイル予防の普及啓発

等、食からの健康づくりや介護予防事

業を実施。
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③予防接種の促進

区分・事業名 期間・回数等 予定人数 事業内容

予防接種事業

・高齢者インフルエンザワ

クチン（定期）

・新型コロナワクチン接種

（定期）

（一般会計）

10月～12月

10月～3月

6,400人

1,800人

・対象者

①65歳以上の方

②接種日の年齢が60～65歳未満の方

で、心臓、腎臓、呼吸器、ヒト免疫不

全ウイルスにより免疫機能に重い障

害のある方（身体障害者障害程度等級

1級相当の方）

・助成額 1,500円

・高齢者用肺炎球菌ワクチ

ン（定期）

（一般会計）

通年 75人 ・対象者

①65歳の方

②接種日の年齢が60～65歳未満で、心

臓、腎臓、呼吸器、ヒト免疫不全ウイ

ルスにより免疫機能に重い障害のあ

る方（身体障害者障害程度等級1級相

当の方）

※①②とも過去に一度も接種歴のな

い方

・助成額 1,500円

・高齢者帯状疱疹ワクチン

（定期）

（一般会計）

通年 270人 対象者

①令和7年度中に65，70，75，80，85，

95，100歳になる方

②100歳以上の方

③接種日の年齢が60～65歳未満で、ヒ

ト免疫不全ウイルスにより免疫機能

に重い障害のある方（身体障害者障害

程度等級1級相当の方）

・助成額

乾燥弱毒生水痘ワクチン

…1回 3,000円

乾燥組換え帯状疱疹ワクチン

…2回 各6,000円
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３ 介護予防の推進（介護保険特別会計）（計画 p42-44）

（１）一般介護予防事業の充実

①介護予防把握事業

②介護予防普及啓発事業

区分・事業名 期間・回数等 予定人数 事業内容

介護予防把握事業 通年 750人 フレイル健診質問票の活用等、保健

師等が地区活動等に関わりながら、生

活機能低下の恐れのある高齢者を早

期発見し、総合的に支援するとともに

介護予防活動に繋げる。

区分・事業名 期間・回数等 予定人数 事業内容

・健康教育 通年 800 人 介護予防に関する知識の普及啓発

のため、高齢者サロンや老人クラブ等

地区活動及び介護予防教室において

健康教育、健康相談を実施。
・健康相談 通年 400 人

・訪問指導 通年 ― 閉じこもり、認知症、うつ予防及び

検診事後指導のための訪問指導。
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③地域介護予防活動支援事業

④一般介護予防事業評価事業

⑤地域リハビリテーション活動支援事業

区分・事業名 期間・回数等 予定参加

延べ人数

事業内容

・介護予防活動の支援 通年 500 人 健康、生きがいづくりや介護予防に

関するボランティア活動を支援。

・天津小湊介護予防サポーターの会

・江見地区なの花サポーター

・長狭地区生活支援・介護予防サポー

ター

上記３団体の活動に参加し支援。

・長狭地区健康推進協議会

健康推進員が行う各地区の自治会

行事、老人クラブ、高齢者サロン等の

機会を活用した健康セミナーの開催

にあわせ参加し支援。

・しらかば会役員会

３支部の各地区連絡員及び本部役

員の活動を支援。

区分・事業名 期間・回数等 予定人数 事業内容

一般介護予防事業評価事

業

通年 ― 介護予防事業の参加状況や実施プ

ロセス、人材・組織の活動状況を毎年

評価し、より効果的な活動をめざす。

区分・事業名 期間・回数等 予定回数 事業内容

地域リハビリテーション

活動支援事業

通年 8回 リハビリ専門職が、住民主体の通い

の場等へ出向き、助言や運動、認知機

能評価等などを実施。
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⑥高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業

区分・事業名 期間・回数等 予定人数 事業内容

高齢者の保健事

業と介護予防の

一体的実施

通年 124人 健診・医療・介護の統計情報を活用

し、課題解決に向けて、主管となる

市民生活課や福祉課、安房医師会等、

関連する部署や機関と連携を図る。

個別支援では、健康状態不明者の生

活状況、身体状況等を確認し、状況

に応じて健診や医療機関の受診や介

護サービスの利用、通いの場等への

参加勧奨など必要なサービスにつな

げる。（今年度は対象者全数にアンケ

ート調査を実施し、優先順位をつけ

て介入）
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③高齢者福祉サービスについて

（高齢者福祉の推進に係る令和７年度主要事業実施状況）

第１章 いつも元気・健康でいられるまち

１ 社会参加と生きがいづくりの促進（計画 p36・38）

（１）交流活動の促進

①老人クラブ活動の活性化

（２）就労対策の推進

①高齢者の就労促進

区分・事業名 期間・回数等 予算（千円） 事業内容

老人クラブ活動等事業

（一般会計）

通年 1,000 高齢者自ら健康、生きがいづくり事

業等を実施する市老人クラブ連合会に

対し支援するもの。

老人クラブの主な活動内容

・花壇作り事業

・草刈奉仕作業

・スポーツ大会

・軽スポーツのつどい

・健康づくり事業

区分・事業名 期間・回数等 予算（千円） 事業内容

シルバー人材センター

事業

（一般会計）

通年 7,100 シルバー人材センターは高齢者の希

望に応じた就業のうち、臨時的かつ短

期的な就業または軽易な業務に係る就

業を希望する者に対し、その希望に応

じた就業の機会を提供している。

高齢者の就業の機会を確保し、高齢

者自身の介護予防や生きがいづくり、

健康の維持増進、地域社会の維持発展

の推進を図っているシルバー人材セン

ターに対し支援するもの。
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第２章 ふれあい、ささえあいのある生活しやすいまち

１ 地域ささえあい体制づくり（計画 p46）

（１）福祉意識の形成

①見守り活動の活性化

２ 安全で快適な生活の確保（計画 p54-55）

（２）防災・防犯対策等の充実

①防災体制の充実

第３章 いつまでも安心して暮らせるまち

１ 高齢者福祉サービスの充実（計画 p62-64）

（１）在宅福祉サービスの充実

②緊急通報システム

区分・事業名 期間・回数等 予算（千円） 事業内容

地域見守り協定の推進

（一般会計）

通年 - 民間事業者が日常業務の中で、高

齢者の異変などに気づいた際に市に

その情報を通報し、市が関係機関と

連携して適切な対応を行うことで、

地域住民の安全安心を守るもの。

区分・事業名 期間・回数等 予算（千円） 事業内容

避難行動要支援者支援

事業

（一般会計）

通年 1,679 災害時に自力で避難が難しい方々を

事前に把握・共有するための避難行動

要支援者名簿を作成し、さらにこの名

簿をもとに一人ひとりの避難方法や支

援者、避難場所を具体的に定めた個別

避難計画の策定に取り組んでいる。こ

れらにより、災害時の円滑で確実な避

難支援が可能となるもの。

区分・事業名 期間・回数等 予算（千円） 事業内容

緊急通報体制等整備事

業

（一般会計）

（介護保険特別会計）

通年

1,277

4,020

在宅のひとり暮らし高齢者に対

し、緊急通報システムを設置するこ

とにより、急病等の緊急時における

日常生活上の不安を解消し、在宅高

齢者等の福祉の増進を図ることを目

的とするもの。



- 16 -

③一人暮らし高齢者等孤立防止事業

（３）施設福祉サービスの充実

①高齢者緊急一時保護事業

②養護老人ホーム等への入所

区分・事業名 期間・回数等 予算（千円） 事業内容

地域自立支援事業（高

齢者孤立防止事業）

（介護保険特別会計）

通年 2,435 一人暮らしの高齢者、高齢者のみ

の世帯に属する高齢者及びこれに準

ずる世帯に属する高齢者宅を定期的

に訪問し、高齢者の孤立や不安の解

消、孤独死の防止を図るもの。

区分・事業名 期間・回数等 予算（千円） 事業内容

高齢者保護ショートス

テイ事業

（一般会計）

通年 49 家族等からの虐待を受けた高齢者

又は災害等により在宅での生活が困

難となった高齢者を、特別養護老人

ホーム等に一時的に保護することに

より、高齢者の生命及び身体の安全

を確保、権利利益の擁護を図ること

を目的に、市内の特別養護老人ホー

ム等３か所に委託している。

区分・事業名 期間・回数等 予算（千円） 事業内容

老人福祉施設措置事業

（一般会計）

通年 108,163 65 歳以上の者であって、環境上及び

経済的な理由により居宅において養

護を受けることが困難な者を養護老

人ホームへの入所措置を行うもの。



資 料 １－２

令和７年度高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画

の進捗状況について

【資料１－２】

④鴨川市福祉総合相談センター（地域包括支援センター）事業に

ついて (P1～P11)



 

 
 
 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

鴨川市福祉総合相談センター 

 

令和 7年度 

鴨川市福祉総合相談センター 

（地域包括支援センター） 

事業について 

 

（令和 7年４月分～令和 7年 8 月分） 

 
 



 

目       次 

 

 

１．地域包括支援センター事業 

（1）総合相談事業                          …P １ 

（2）包括的・継続的ケアマネジメント事業               …P ２ 

  （3）権利擁護事業(高齢者虐待防止)                  …P ３ 

（4）権利擁護事業(成年後見制度利用支援事業)             …P ３ 

  （5）介護予防支援/介護予防・生活支援サービス事業          …P ４ 

  （6）地域包括支援センター・サブセンター事業             …P ５ 

 

２．地域支援事業（任意事業）                    

  （1）家族介護支援事業                         

①認知症高齢者家族のつどい事業                  …P ６ 

②認知症高齢者見守りシール交付事業                …P ６ 

③認知症サポーター等養成事業                  …P ６ 

④介護用品支給事業                       …P ６ 

  （2）その他の事業 

①地域自立生活支援事業（配食サービス）             …P ７ 

②地域自立生活支援事業（介護相談員活動支援事業）        …P ７ 

 

３．地域支援事業（社会保障充実分） 

  （1）在宅医療・介護連携推進事業                   …P ８ 

  （2）生活支援体制整備事業                      …P ８ 

（3）認知症総合支援推進事業                      

    ①認知症初期集中支援推進事業                   …P ９ 

    ②認知症地域支援・ケア向上事業                  …P ９ 

  （4）地域ケア会議推進事業                      …P ９ 

  

４．介護人材確保対策事業                         …P 10 

  

５．福祉総合相談事業                          …P 10 

 

６．生活困窮者自立支援事業                         …P 11 



                        

 

                                                                                                                             １.地域包括支援センター事業 （１）総合相談事業 

 

事業概要 

 

 

 

実 績 

（R7.8 月末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

 

高齢者からの生活の困りごとなどの相談を受け付け、関係機関と連携し解決に向け

て支援を行う。また、地域の専門職等とネットワークづくりを行い、相談がつながり

やすい体制づくりを行う。 

 

○新規相談受付実績 福祉総合相談は P10 参照 

 
サー 
ビス 
独居 
認知
症 
介護 
保険 
施設 
入所 
医療 
生活 
全般 
家計 
経済 
虐待 
権利 
擁護 
その他 計 

鴨川 25 10 23 26 2 8 6 5 3 5 7 120 

天津 5 6 3 73 2 4 3 0 4 0 2 102 

長狭 8 2 4 21 1 4 4 1 1 1 3 50 

計 38 18 30 120 5 16 13 6 8 6 12 272 

 

 

 

 

 

 

 

〇相談支援対応（ケアプラン業務除く）    〇相談受付経路 （高齢者以外含む） 

  鴨川 天津 長狭 計 

総合相談 392 481 262 1,135 

包括的継続

的ケアマネ 
187 54 29 270 

権利擁護 258 1 23 282 

高齢者虐待 178 18 4 200 

認知症支援 136 28 13 177 

地域ケア会議 1 2 5 8 

地域支援 3 14 57 74 

その他 32 11 28 71 

計 1,187 609 421 2,217 

  鴨川 天津 長狭 計 

来所 61 30 32 123 

電話 63 42 11 116 

訪問 6 34 5 45 

その他 15 3 3 21 

計 145 109 51 305 

 

 

 

高齢者が抱えた課題解決に向けて関係機関等と連携しながら取組んでいく。また、

各センター間での情報共有や各事例検討会に参加し、職員の質の向上に努める。 
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 １.地域包括支援センター事業 （２）包括的・継続的ケアマネジメント事業 

事業概要 

 

 

 

実 績 

（R7.8 末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

介護支援専門員等の資質向上を図るため、個別支援のほかケアマネジャー連絡協議

会等を通じ、研修の機会を確保していく。また、事例検討会等を活用しケアマネジメ

ント力の向上及び地域との連携を図る。 

 

＊介護支援専門員からの相談内訳 

 世帯構成 鴨川 長狭 天津 
独居世帯 13 2 15 

高齢者世帯 4 0 5 
その他 9 1 5 
計 26 3 25 

相談内容 鴨川 長狭 天津 
生活支援 3 1 3 

苦情 3 － － 
マネジメント 1 － 8 

権利擁護 5 1 － 

医療連携 － － 5 

認知症 6 1 1 

高齢者虐待 3 － 2 

家族支援 － － 3 

その他 5 － 3 

計 26 3 25 

 

 

 

 

 

 

＊事例検討会 

 事例検討テーマ 
6/16 精神疾患利用者支援 
8/19 ハラスメント対策 

＊上記事例検討会の他、居宅支援事業所主催の事例検討会に参加 

 

＊鴨川市介護サービス事業所協議会 

（1）総会開催（6/11 実施） 

（2）認知症ケアの向上に向けた研修会（9/17 予定） 

 ＊本年度の予定：津波対応に関するアンケート、高齢者虐待防止研修会 

 

＊介護支援専門員部会 

（1）介護支援専門員部会役員会及び研修企画会議の開催 

（2）ケアプラン作成振り返り研修会（10/22 予定） 

＊本年度の予定：感染症予防研修会 

 

鴨川市ケアマネジャー連絡協議会は介護サービス事業所協議会の介護支援専門員

部会として活動を開始した。主任介護支援専門員が中心となり研修を企画している。 

また、居宅介護支援事業所主催による事例検討会など、主任介護支援専門員が中心

となり介護支援専門員の質の向上に努める。 
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  １.地域包括支援センター事業 （３）権利擁護事業（高齢者虐待防止） 

 

事業概要 

 

 

 

実 績 

（R7.8 末） 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

 

高齢者の虐待防止の解決に向けて個別支援を行う。また、高齢者虐待の早期発見や

虐待対応の向上に向けて、介護サービス事業所等の関係機関に対して研修会等を実施

する。 

 

【高齢者虐待対応件数】 

＊在宅 相談件数 12 件 

  虐待あり 3 件 虐待なし 4件 事実確認中 5件 

 

【介護サービス事業所等研修】  

鴨川市介護サービス事業所協議会（11月予定） 

鴨川市立国保病院（8/27 実施） 

千葉県ホームヘルパー協議会安房ブロック（9/21 予定） 

 

 高齢者虐待の解決に向けて関係機関等と連携しながら取り組む。また、早期発見に

向けて関係機関に対して高齢者虐待防止研修の開催等を働きかける。 

 １.地域包括支援センター事業 （４）権利擁護事業（成年後見制度利用支援事業） 

 

事業概要 

 

 

実 績 

（R7.8 末） 

 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

 

成年後見制度の利用を促進するため申立費用の助成や後見人等への報酬助成を行

う。支援が必要な高齢者の権利を擁護し、安心して生活できる地域の充実を図る。 

 

＊市長申立て件数 3 件（後見 3件、保佐 0件、補助 0件） 

＊報酬助成 2件 

＊権利擁護推進センター相談件数  25 件 （相談対応延べ件数（鴨川市分）） 

 

成年後見制度利用者 後見 61 人  保佐 13 人  補助 2 人  合計 76 人 

                  （R7.8.1 千葉家庭裁判所本庁発表資料） 

 

認知症高齢者の増加に比例し、成年後見制度の利用に向けた具体的な相談が増加し

ている。成年後見制度を早期に利用できるよう、市長申立てを始め、親族による申立

ての支援も積極的に行うと共に、既に制度を利用している当事者にもメリットが感じ

られるよう、行政として地域の体制を整えていくことが重要である。そのため、成年

後見人に対する報酬の助成や、当事者に身近な専門職であるケアマネジャーなどへの

研修会を実施し、成年後見制度の利用の促進を図る。 
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 1.地域包括支援センター事業（５）介護予防支援/介護予防・生活支援サービス事業 

 

事業概要 

 

 

実 績 

（Ｒ7.8 末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

  

要支援認定者等に対し、本人の自立支援や介護予防を目的として訪問型、通所型サ

ービス等を提供する。 

 

介護予防支援利用者数                           単位：人  

 介護予防支援 ケアマネジメント 
直営 委託 計 直営 委託 計 

総合相談センター 184 461 645 18 138 156 

総合相談センター・天津小湊 190 245 435 66 85 151 

総合相談センター・長狭 71 135 206 41 48 89 

 

介護予防・生活支援サービス利用者数      単位：人 

サービス種別 利用者数 月平均 

訪問型サービス 465 93 

通所型サービス 317 63 

介護予防ケアマネジメント 390 78 

 

 

 

 

 

 

本人の自立支援に向けたサービス提供となるように、介護支援専門員に対するケア

プラン作成のアドバイスや、各サービス事業所のサービス内容等を確認しながら支援

を実施する。 
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 １.地域包括支援センター事業（６）地域包括支援センター・サブセンター事業 

 

事業概要 

 

 

 

 

実 績 

（R7.8 末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

 

 

 

高齢者の身近な総合相談窓口として地域包括支援センターによる相談支援を実施

する。また、各センターの機能強化を図り、地域包括ケアシステムの推進を図る。 

 

＊地域包括支援センター業務 （延べ対応回数）          単位：件 

名 称 

事 業 
天津小湊 長狭 合計 

総合相談 481 262 743 

権利擁護事業 46 27 73 

包括的・継続的ケア

マネジメント 
54 29 83 

◇新規相談受付件数については、１.福祉総合相談（１）65歳以上（高齢者）を参照 

  

●福祉総合相談センター・天津小湊【認知症機能強化型】 

・介護教室（年 4回予定：6/29、9/21 予定） 

 ・認知症啓発活動（本庁舎、イオン鴨川店） 

 ・認知症支援に関する研修会（9/17 予定） 

 ・認知症高齢者を介護している家族へのヒアリングを実施予定 

 

●福祉総合相談センター・長狭【在宅医療・介護連携機能強化型】 

・在宅医療・介護多職種連携研修会（7/10実施） 
・在宅医療・介護連携推進会議（7/10実施） 
・高齢者施設における看取りの仕組みづくり（アンケート報告会 4/23実施） 
・鴨川市医療介護機関リスト更新（4月） 
 

各地域包括支援センターの特徴を生かして、在宅医療・介護連携、認知症の対応等

について課題抽出を行う。また、事例検討会等を行い介護支援専門員のマネジメント

の質の向上に努める。 
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 ２．地域支援事業（任意事業）（１）家族介護支援事業 

事業概要 認知症高齢者等を介護する家族を対象に交流会や研修会等を開催し、介護負担を軽

減して在宅介護が継続できるように支援する。 

事業名 ①認知症高齢者家族のつどい事業 

実 績 

（R7.8 末） 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

認知症家族のつどいの開催 

福祉総合相談センター・天津小湊（11/29 予定） 

＊認知症家族の会千葉県支部の協力により実施予定 

 

認知症カフェの支援 ・こんにちはカフェ（天津地区）打合せや園芸作業支援  

 

福祉総合相談センター・天津小湊が認知症施策の推進に取り組んでいる。認知症高

齢者を介護している家族へのヒアリングを実施予定。 

 

事業名 ②認知症高齢者等見守りシール交付事業 

実 績 

（R7.8 末） 

 

本年度の取

組について 

 

令和７年度申請者 新規 0 名 【現在登録者数 14 名】 

 

各研修会や周知活動等を通じてチラシ等を配布し、周知を図る。発見した際の対応

や見守りについて、説明の機会を設ける。 

 

事業名 ③認知症サポーター等養成事業 

実 績 

（R7.8 末） 

 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

 

 開催日 対象者 人数 実施主体 
１ 5/29 社会福祉法人太陽会 21 天津 
２ 6/24 千葉県生涯大学校 75 鴨川 
３ 7/9 長狭高校医療福祉コース 10 鴨川 
 10 月以降に、民生委員、イオン鴨川店、長狭高校にて実施予定 

 

※養成講座 計 3回開催 《認知症サポーター養成数 106 名》 

福祉総合相談センター・天津小湊を中心に講座開催の周知を行う。サポーターを養

成するとともに、受講者が活動するチームオレンジの活動について検討を行う。 

事業名 ④介護用品支給事業 

実 績 

（R7.8 末） 

本年度の取

組について 

・６月支給 25 名 

 

在宅で介護している家族等の経済的な負担軽減と、介護方法のアドバイス等を行い、

在宅介護が継続できるように支援する。また、在宅介護者や介護支援専門員等に対し

ても周知を図る。 
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 ２．地域支援事業（任意事業）（２）その他の事業 

事業名 ① 地域自立生活支援事業（配食サービス事業） 
事業概要 

 

 

実 績 

（R7.8 末） 

 

 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

 

高齢者等に対し、在宅での「食の自立支援」に向けた食事の提供及び安否確認を目

的としたサービスを実施する。 

 

【地区別利用実績】（R7.4～R7.8 実利用者数）  

地区 長狭 鴨川 江見 天津小湊 計 

利用者数(人） 26 104 21 44 195 

 

【内容別利用実績】 

内 容 常 食 常食汁なし 副 食 計 

配食数（食） 1,278 65 1,268 2,611 

 

社会福祉協議会のコーディネーターが、ケアマネジャー等と連携し食の自立支援を

目指して配食サービスの提供を行う。 

 

事業名 ② 地域自立生活支援事業（介護相談員活動支援事業） 
事業概要 

 

 

 

実 績 

（R7.8 末） 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

介護相談員が介護保険施設を訪問し、介護サービスに関する相談を受け現状把握を

行うことで、介護サービスの適正化や質の向上に繋げる。 

 

 

【活動実績】 

・介護相談員の連絡調整会議 

・派遣先施設関係者との意見交換会(5～6 月実施) 

施設名 面接人数 

特別養護老人ホーム めぐみの里 12 

介護老人保健施設 たいよう 35 

特別養護老人ホーム 南小町 7 

特別養護老人ホーム 千の風・清澄 56 

 

介護保険施設を訪問し、入所者から施設での生活状況等を聞き、施設側に伝えるこ

とで施設サービスの向上を図る。 

また、介護相談員の介護等に関する知識を習得するため研修会等を開催し、施設と

の情報共有に努める。 
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 ３.地域支援事業（社会保障充実分）（１）在宅医療・介護連携推進事業 
事業概要 

 

 

実 績 

（R7.8 末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

在宅医療・介護の専門職が連携しやすい体制づくりの推進を図る。また、各専門職が

地域との連携を図り、医療や介護サービスが利用しやすい環境づくりを行う。 

 

 実施内容 
ア.医療・介護資源
の把握 

・鴨川市医療介護機関ガイドブック更新 
・鴨川市社会資源リスト作成 

イ.課題の抽出 ・在宅医療・介護連携推進会議（7/10） 
ウ.在宅医療と介護
支援の提供体制 

・医療職と介護職との連携づくり 
・高齢者施設における看取りの仕組みづくり（4/23、9/29） 

エ.情報共有の支援 ・安房介護ネットワークによる情報共有 
オ.相談支援 ・介護職等への相談支援 

・薬剤師による服薬相談のルールづくり 
カ.医療介護関係者
の研修 

・在宅医療・介護多職種連携研修会（7/10） 

キ.地域住民への啓
発活動 

・服薬に関する住民向け相談会（予定） 

 

在宅医療介護の専門職が連携を図るため、研修会及び意見交換会等を通して、課題等

を把握するとともに連携に向けた取組を行う。在宅医療・介護連携推進における各専門

職からの意見等を聴取するためアンケートを実施予定。 

 

 ３.地域支援事業（社会保障充実分） （2）生活支援体制整備事業 

事業概要 

 

 

実 績 

（R7.8 末） 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

地域住民をはじめ、民生委員・児童委員、地区社会福祉協議会、ボランティア、民間

事業者の団体等、医療介護の専門職等とのネットワークづくりに努める。 

 

◇地域包括支援センターとの連携体制の構築（各センターとの情報共有） 

◇通いの場（サロン活動）等の支援を実施 

◇生活支援コーディネーターとの事例共有 事例の共有及びアドバイス 27 件 

◇インフォーマルの社会資源情報共有 

 ⇒介護支援専門員と連携し社会資源の情報共有 

 

第 1 層のコーディネーター（市）、第 2層のコーディネーター（社協）が連携し、コー

ディネーターの個別事例支援のため事例検討会を実施。把握した社会資源は、介護支援

専門員等と情報共有を図る。 
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 ３．地域支援事業（社会保障充実分）（３）認知症総合支援推進事業 

事業概要 認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、必要な医療、介護

及び生活支援を行い、認知症の人に対して効果的な支援体制の構築を図る。 

事業名 ①認知症初期集中支援推進事業 

実 績 

（R7.8 末） 

 

 

 

本年度の取

組について 

◎認知症初期集中支援チーム支援件数  10 件 

  認知症が疑われ、医療や介護保険サービスにつながらない対象者への支援の充実

を図るため、医療介護専門職によるケース検討を行いながら支援を行った。  

内訳 ケース検討対象者 10 件 (支援終了 5件） 

 

認知症疾患医療センターなどと連携し必要に応じて受診や入院等の支援についての

協力体制を図る。また、関係機関からの情報提供等により対象者を把握し早期の支援

につなげられるよう取組む。 

 

事業名 ②認知症地域支援・ケア向上事業 

実 績 

（R7.8 末） 

 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

 

◎認知症に関する新規相談 30 件 

（相談センター 23 件、相談センター天津小湊 3 件、相談センター長狭 4 件） 

＊警察等からの情報提供による相談件数 25 件 

 

◎認知症スクリーニングシステム アクセス数 557 件 

（わたしも認知症（本人用）256 件 これって認知症（家族用）301 件 

 

認知症に対する理解を深めるため、9 月の認知症月間に併せて啓発パネルの設置や

市民向けの講座を開催する。 

＊国保病院かもんカフェ、介護予防教室 

 

 ３．地域支援事業（社会保障充実分）（４）地域ケア会議推進事業 

事業概要 個別支援の充実及び関係づくりを目的として、関係機関及び専門職等による地域ケ

ア会議を開催する。個別の課題を把握し、地域に共通した課題の明確化を図る。 

実 績 

（R7.8 末） 

 

本年度の取

組について 

○地域ケア会議（個別） 

8 事例開催 （鴨川 1事例・長狭 5事例・天津 2事例） 

 

個別会議を開催する事例は、認知症、権利擁護等など課題重複している傾向がある。

個別支援会議を積み重ね、地域課題の把握に努める。 
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事業名 ４．介護人材確保対策事業 

事業概要 

 

 

事前申請 

（R7.8 末） 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

市内の介護人材確保に向け、従事者への資格取得費用助成、留学生受入れのための

補助を行い、介護人材の育成・確保を行う。 

 

〇介護職員初任者研修・介護福祉士実務者研修補助金事前申請 

介護職員初任者研修：1人/1法人  介護福祉士実務者研修：8人/6法人 

 

○鴨川市留学生受入施設支援補助金 

 介護施設に就労することを目指す留学生を受け入れ、市内の介護施設を運営する法

人に対し、マッチング費用等を補助する。 

  

令和 7年 8月末時点 申請なし 

 

介護人材の定着及びスキルアップを目指し、研修会の開催及び研修受講費の補助を

行う。また、留学生を受け入れる施設に対する補助を行う。 

 

 

事業名 ５．福祉総合相談事業 

事業概要 

 

 

 

 

実 績 

（R7.8 末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

子ども・障害者・高齢者の枠組みにとらわれず、福祉の相談に応じ、課題解決に向

けて関係機関との協働による相談支援を実施する。 

 

    
サー 

ビス 

家計 

経済 
ＤＶ その他 計 

鴨川 

子ども     0 

25  障害 1 1  2 4 

その他  9 9 3 21 

天津 

子ども     0 

7 障害    1 1 

その他    6 6 

長狭 

子ども     0 

1 障害  1   1 

その他     0 

 

対象者を問わず生活の困りごとに応じた相談支援を実施し必要な部署に繋ぐなど

の支援を実施する。各種相談機関と連携して対応を行うとともに、地域ケア会議等も

活用する。 
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事業名 ６．生活困窮者自立支援事業 

 

事業概要 

 

 

実績 

（R7.8 末） 

 

 

 

 

本年度の取

組について 

 

 

生活保護受給者や生活困窮に至るリスクの高い層の増加を踏まえ、生活保護に至る

前の自立支援策の強化を図る。 

 

・自立相談支援事業  

相談件数 14 人 内プラン作成数 ５人  

・住居確保給付金 申請件数 1件 支給決定件数 1件  

・生活保護受給者等就労自立促進事業  就労相談 0 人 

・生活困窮者支援会議 ２回（4/25 8/15 開催） 

 

生活困窮状態に陥っている方へ相談支援を実施し、本人の自立に向けて取り組んで

いく。相談支援を実施するにあたり、社会福祉協議会やハローワーク、NPO 法人等の

関係機関と連携を図りながら個別支援を継続する。  
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資料 ２

高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画（第 10 期）策定に
向けた基礎調査（アンケート）について

１ 実施目的

鴨川市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画（第 10 期）の策定に当たり、

生活状況や福祉ニーズを把握し基礎数値等を得るため、65歳以上の一般高齢者、

介護保険の要介護(要支援)認定者、介護支援専門員、介護サービス事業所を対象

とした基礎調査（アンケート）を実施する。

２ 実施時期

令和８年１月（予定）

３ 基礎調査（アンケート）対象者 （予定）

①一般高齢者（６５歳以上） 2,500 人

②要介護（要支援）認定者 1,250 人

③介護支援専門員 80 人

④介護サービス事業所 60 事業所

４ 前回の回収率 （令和５年１月実施）

①一般高齢者（６５歳以上） 63.2％

②要介護（要支援）認定者 43.5％

③介護支援専門員 86.7％

④介護サービス事業所 79.7％



資料 ３

指定居宅介護支援事業所の指定について

１ 介護サービス種別 居宅介護支援
２ 開設者 社会福祉法人太陽会 理事長 亀田 信介

３ 事業所名 太陽会ケアプランセンターＯＨＡＮＡ鴨川
オ ハ ナ

４ 所在地 鴨川市東町 1623 番地１

５ 指定年月日 令和７年 11 月１日（予定）

参考情報

【経緯】

介護保険制度が開始された当時は、特別養護老人ホームめぐみの里の施設内にお

いて県の指定を受け居宅介護支援事業を運営していた。

平成 30 年に旧安房医師会病院の経営移譲を受けたことにより、訪問看護事業の

開業と併せ、切れ目のない支援と効率的かつ質の高いサービス提供に資することを

目的に居宅介護支援事業所を館山市へ移転したが、現在も鴨川市内の利用者を対象

にサービスを提供している。

今般、複数拠点で質の高いケアマネジメントを提供できる十分な人員（主任介護

支援専門員）を確保したことから、新たに鴨川市内に事務所を確保し、「太陽会

ケアプランセンターＯＨＡＮＡ鴨川」として新たに事業所の指定を受けるもの。
オ ハ ナ

【サービス提供範囲】

鴨川市 ・ 南房総市

【主任介護支援専門員等の人員数（予定）】

主任介護支援専門員 ２名（令和８年３月末時点の見込者１名を含む）

介護支援専門員 ２名

【利用できる要介護度】

要介護１～要介護５（要支援は利用できません）

【居宅介護支援に関する根拠法等】

・介護保険法第８条第 24 項 （サービスに関する規定）

・介護保険法第 79 条第１項 （居宅介護支援の指定に関する規定）

・鴨川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

・鴨川市指定地域密着型サービス事業所、指定居宅介護支援事業所、指定地域密着型

介護予防サービス事業所及び指定介護予防支援事業所の指定等に関する規則

ほか



資料 ４

NO 事業者名 事業所名
所在地

事業所番号
サービスの種類

指定年月日
次回満了年月日

備考

1 株式会社エフ＆エフ さくらケアサービス
鴨川市滑谷46番地

1272800358
介護予防支援

令和７年９月１日
令和13年３月31日

２　指定地域密着型サービス事業所（新規指定）

NO 事業者名 事業所名
所在地

事業所番号
サービスの種類

指定年月日
次回満了年月日

備考

1 株式会社大山 里山デイサービス悠喜
館山市竹原1319番地６

1271000950
地域密着型通所介護

令和７年６月１日
令和12年３月31日

３　指定介護予防支援事業所（指定更新）

NO 事業者名 事業所名
所在地

事業所番号
サービスの種類

指定年月日
次回満了年月日

備考

1 社会福祉法人太陽会
鴨川市福祉総合相談セン
ター・天津小湊

鴨川市天津163番地１
1202800023

介護予防支援
令和７年４月１日
令和13年３月31日

４　指定居宅介護支援事業所（指定更新）

NO 事業者名 事業所名
所在地

事業所番号
サービスの種類

指定年月日
次回満了年月日

備考

1 株式会社エフ＆エフ さくらケアサービス
鴨川市滑谷46番地

1272800358
居宅介護支援

令和７年４月１日
令和13年３月31日

NO 事業者名 事業所名
所在地

事業所番号
サービスの種類

指定年月日
次回満了年月日

備考

1
特定非営利活動法人
EVERGREENCLUB

グループホーム
エバーグリーンクラブ

鴨川市太海2175番地１
1292800016

(介護予防)認知症対応型
共同生活介護

令和７年４月１日
令和13年３月31日

2 医療法人三紫会 デイサービスげんき
鴨川市横渚876番地２

1292800024
(介護予防)認知症対応型

通所介護
令和７年４月１日
令和13年３月31日

3 社会福祉法人太陽会 めぐみの里デイサービス
鴨川市大幡1222番地１

1272800093
地域密着型通所介護

令和７年６月１日
令和13年５月31日

６　総合事業事業所（指定廃止）

NO 事業者名 事業所名
所在地

事業所番号
サービスの種類 廃止年月日 備考

1 株式会社J1 デイサービス優愛
南房総市和田町仁我浦

586番地４
1278800063

第一号通所事業 令和７年８月31日

指定地域密着型サービス事業所等の指定等について

１　指定介護予防支援事業所（新規指定）

５　指定地域密着型サービス事業所（指定更新）


